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1 . イントロダクション 

本研究の狙いは、 製品システムの 階層位の観点から、 国内外の携帯電話端末メーカ 一の製品開発活動を 

検討することにより、 製品アーキテクチャ と 製品開発活動との 関連をとらえなおすことにあ る。 近年、 

製品イノベーションのマネジメントに 関して、 製品アーキテクチャが 鍵 概念として取り 上げられている。 

製品アーキテクチャとは 一般的には設計思想の 特徴を表現する 概念 ( 藤本地、 2001) であ るが、 以上の 

ような応用範囲の 広さのため、 製品アーキテクチャの 概念にはいく っ かの混乱が見受けられる。 

典型的には、 そうした混乱は、 階層性を考慮せずに、 製品システムの 設計 ( 構成要素間のインターフェ 

ース ) の標準化の程度と 部材調達のオープン 性の程度とが 混同されている 点に見出すことができる。 

Clark(1989) は、 製品システムの 階層性を俳頭に、 日米の自動車開発を 検討し、 開発プロジェクトの 範囲 

が開発パフオーマンスに 影響することを 指摘した。 この研究は、 製品システムの 階層性に対し、 部品詞 

達 ・開発を含め 製品開発活動を 検討することの 重要性を示している。 

こうした階層性をふまえて 製品アーキテクチャを 考える場合には、 製品システムの 階層性を通じて、 ど   

のように企業や 製品としての 特徴、 典型的にはインテバリティ ( 製品のまとまり、 クラーク & フジモト、 

1993) を出すのかが、 重要な課題となってくると 考えられる。 こうした課題は、 より実務的には、 プラ 

、 ソトフ オームの展開 (Cusumano  and  Nobeoka,1998)  や分業 ネ、 ッ トワークの形成 (Sturgeon,2002U にも関わ 

ってくるものであ り、 検討を要すると 考えられる。 

2. 研究の焦点 

一般に、 構成要素間のインターフェースが 標準化されているモジュラー・アーキテクチャの 製品は、 広 

範な サ ブライヤーからオープンに 部材を調達することができるとされる。 構成要素間のインターフェー 

スが 標準化されている 場合には、 典型的には汎用品を 組み合わせることで、 目標とする製品が 実現でき 

るからであ る。 一方、 インターフェースが 標準化されていないインテバラル ( 摺 り合わせ ) . アーキ デ 

クチャの場合には、 社内の関係者や 信頼できる少数のサプライヤ 一で、 個別モデル毎に 構成要素間の 関 

係 る カスタム設計することで、 まとまりの良い 製品が実現される。 

従来、 こうした製品アーキテクチャの 概念は、 製品システムの 製品設計と最上層のサブ・システムに っ 

いて論じられることが 多かった。 このため、 モジュラ一 - オープンでインテバリティが 低い、 インテバ 

ラルークローズドでインテバリティが 高いという組み 合わせが、 二者択一的に 取り上げられる 傾向が見 

られた。 そして、 インテバリティの 高い製品は、 製品システム 全体として、 製品に特有の 部材を必要と 

すると見なされる 傾向にあ ったよ う に思われる，。 

  これは、 自動車のようなメカ 主体の製品について 部品やその取引のレベルにまで 及んだ研究蓄積が 豊富であ り、 取り上げら 
れることが多かったためかもしれない。 メカ製品では、 製品設計とともに、 個々の部品の 形状や機能が 製品システムの 機能に 
直接影響する 可能性は高いかもしれない。 しかしながら、 例えばエレクトロニクス 製品では、 機構部品を除けば、 汎用品を用 
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しかしながら、 こうした組み 合わせは、 製品システムとその 直接のサブ・システム 相互のインタ - フェ 

ースのみを考えた 場合にしか成立しない。 製お 口を直接構成する 最上層の サ ブ・システム 間のインターフ 

エースが標準化されていれば、 製品システムのモジュラ ー 性は確保される。 ただし、 こうしたユニット 

t, しくは部品を 汎用品として 外部から調達できないかぎり、 オープン， 性は 成り立たない。 また、 コスト 

止め メリットはあ るものの、 競争優位の観点からすれば、 企業が、 最上層のユニットもしくは 部品のほ 

とんどを、 オープン・ソースで 調達するとは 考えられない。 なぜなら、 自社製品の独自性や 新規性を提 

示することが 困難となり、 他社の模倣を 容易にしてしまうからであ る (Bald ㎞ n&C 地 k,1997; クリステン 

センや レイナー、 2003)  。 

以上のように、 階層性を考えた 場合には、 モジュラーイインテバラルの 軸 、 オープンノクローズドの 

軸は、 本来異なっていることがより 明確となる ( 図 D) 。 実際、 これまでに。 b) 、 自動車産業における 研究 か 

らは、 顧客へのインターフェース、 製品構造もしくはサブ・システム 間のインターフェース ( 相互依存 

性 ) 、 サブ・システムの 内部構造 ( 構成要素の相互依存性 ) によって、 アーキテクチャは 異なることが 

指摘されてきた ( 藤本、 2004; 韓 ・ 近能 、 200l ;S 挟 oandMurray,1999) 。 さらに、 製品システムの 階層 

性を考慮した 場合、 これらの軸でとらえられる 製品アーキテクチャは 階層によって 異なってくるもしく 

は 変えうる可能性があ る " これは、 模倣困難な製品システムを 作り込む際、 戦略的にどの 階層レベルを 

重視するのかに 応じて、 製品アーキテクチャを 製品開発活動に 反映させる必要があ ることを意味する。 

因Ⅰ 製品システム・レベルの 借居の母上宿 
で見た「製品構造」のアーキテクチャ 

モジュラ 一 

インテヴ " ル 

ク ト ス ドオープン 

3. 携帯電話端末開発の 事例 2 

携帯電話端末の 開発・ 生 ，産については、 部品の モヂ ル間での共通化の 意義が強調されている。 世界的に 

競争力をもっ 数社のメーカーは、 まずこの点で、 日本メーカー と 一線を画してきたとされる ' 。 これらの 

世界的メーカ 一では、 コアとなる サ ブ・システム、 とくに通信規格に 対応した信号処理と 制御を行うべ 

ース・ " ンド ( 各種のデジタル 信号処理を含む ) や RF を社内で共通化し 複数モデルに 活用している。 自 

社の複数モデルにわたり 標準化された 製品設計、 すなわち部品間のインターフェースの 設計を採用する 

ことにより、 共通部品の活用範囲を 広げているという 点では、 モジュラー・アーキテクチャを 採用して 

いると考えることができる。 

いつつ製品設計 ( およびソフト ) によって、 製品 び り ぢ屯 自性をあ る程度作り込むことができる 可能性がより 高いように思われる。 
こうした指摘は、 後述の携帯電話端末メーカーへの 取材からも得られた ( 例えば K 社、 2000.10.18;S 社、 2002.12.26) 0 
， け釣 年から 20 ㏄年にかけて 日米韓で、 日本市場向け (8 社 ) ならびに米国市場向け (5 社 ) の成功したプラット フ オーム製 
品の開発活動について、 調査した内容にもとづく。 この中には、 日米両市場向けに 製品を開発しているメーカー 4 社が含まれ 
ており、 日米それぞれについて 取材を行った。 なお、 取材対象メーカーが 日本市場に占める 市場シェアは 80% 以上、 米国市 
場については 同 50%0 以上となる ( 台数べース、 2002 年 ) 。 
、 実際、 これらのメーカ 一では、 日本メーカ一に 比べ、 フラット フ オームとなるモデルの 数に対する派生モデルの 数の比率は 
相対的に大きく (1994 一 1997) 、 またそれに応じて 一 モデル当たりの 開発コストは 低くなっている (Funk,2001) 。 
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しかしながら、 こうした設計であ っても、 市販の汎用部材中心に 製品が構成されているわけではなく、 

モデル間で共通に 使用される「企業内標準部品」が 中心となる ( 同通信規格のモデル 間で平均 40 ～ 50% 

共通、 以下コスト・べース ) 。 汎用品の割合は 平均 3 割に止まる。 一方、 日本メーカ一においては、 企 

業内標準部品は、 近年同通信規格では 50% 以上にまで増える 傾向にあ る。 また、 製品に特殊な 部品は、 

近年では平均 2 割以内におさまる 傾向にあ る。 以上のことから、 あ る「同時期の 製品モデル間の 部品共 

通化」という 点では、 内外メーカ一ではほぼ 違いが無くなってきていると 考えられる。 この点では、 携 

帯電話端末の 製品システム・レベルでのモジュラ ー性は 、 部品調達のオープン 性とは結びついておらず、 

クローズド・モジュ           ア - キテクチャ ( 藤本、 2004 ; 藤本ほか、 2001) であ る。 

一方、 米欧の大手メーカーと 日本メーカーとの 相違 ( 図 2) は、 時間軸で見た、 主要モデル間での 部品共 

通化のレベルにあ る。 世界的に大手のメーカ 一では、 通常、 以上の企業内標準部品の 組み合わせであ る 

ブラット フ オームを用いて、 2 ～ 3 午は同系列の モヂル 展開を行っていく。 同系列製品であ ってもモデル 

名 、 形状、 重量、 スペックは異なるが、 こうして展開されたモデル 間ではコアのプラット フ オームは 共 

通 となる。 。 これに対し、 日本市場を対象とする 日本メーカー 製品の場合、 プラット フ オームは 1 年程度 

で見直される。 その際、 主要ユニットは 新規に設計され、 部品レベルから 開発する ( 開発をサプライヤ 

一に依頼する ) 傾向が強く 、 一 プラット フ オームの活用程度は 相対的に低くなっている。 

プラット フ オームの変更は 伴わないとはいえ、 米欧メーカーも 1 年程度で大幅なモデル 変更を行って い 

る 。 そうしたモデルは、 50% 以上先行モデルと 部品を共有している。 これに対応するのが、 日本メーカ 

一では 8 ケ月 ～ 1 年毎のモデルチェンジであ るが、 日本メーカ一の 場合プラット フ オームの変更がなされ 

ており、 先行モデルと 後継モデルとの 部品の共有はほぼなされていない。 日本メーカ一では、 あ る年の 

モデルはプラット フ オームと同義であ り、 製品固有のインテバリティは 高いといえる。 

プラット フ オームの変更は、 小型・軽量化、 通信サービスの 急速な進歩による 高機能化、 それにともな 

う省電力化に、 総合的に対応しなくてはならないという 国内市場の状況によって 生じている。 数社の通 

情事業者が唯一の 販売チャンネルであ り製品企画の 詳細に強い影響をもっため、 顧客に対するインター 

フェースには、 以上のような 総合性、 インテバリティが 求められることになる 5 。 また、 サブ・システム 

の 部材については、 汎用品市場からの 調達が以前より 容易になったとする 一方、 モデル毎の新規性が 求 

められるため、 チップからバ ツ テリ一に至るまで、 サプライヤ一に 新規に特殊部品の 開発を依頼ずる 傾 

向 にあ る 60 

図 2 階居住におけるアーキテクチャの 相違 
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4 例えば、 モトローうは 年間 50 モデル以上を 開発し、 サムスンは 2 週間に 1 回新モデルを 生み出しているといわれる。 
，製品企画はメーカーが 行い提案することが 中心だが、 詳細については、 例えば通信事業者による 部品サプライヤ 一の承認を 
要することも 少なくないといった 指摘が、 いくつかのメーカ 一であ った (D 社、 2000.10.20 ; K 社、 20 ㏄． l0.18) 。 
6 米欧メーカ一ではこうした 指摘が 皆妊 であ ったのに対し、 日本メーカ一では l 社を除き全てのメーカ 一で指摘があ った。 
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4. まとめとインプリケーション 

以上のことから、 あ る一時点で見た 場合にはモデル 間で部品が共通化されており、 日米欧メーカーとも 

クローズド・モジュラー・アーキテクチャを 採用していることが 分かる。 ただし、 数年単位の時間的な 

展開を見た場合には 日本 メ 一ヵ 一 はより特殊部品の 開発に力を入れており、 米欧 メ 一ヵ一に比べれば ク 

ローズド・インテバラル・アーキテクチャに 近いと予測される。 す な れ ち 、 サブ・システムとその 構成 

部品のレベルから 製品の独自性が 高く、 製品システムのより 広い範囲の階層を 巻き込んでインテ グリテ 

ィを 追求している。 

- 方、 米欧メ - カーは、 サブ・ユニット 間のインタフェ - スを定めた上で、 サブ・システム・レベルで 

は 、 汎用品を多用しつつ 特殊なコア部品、 サ ブ・システムの 設計、 専用ソフトの 組み合わせで 独自， 性 ，を 

出している。 この点で、 米欧メーカー は 標準的な設計ルールとサブ・システムにより 焦点を当てて、 サ 

ブ   ・システムではオープン・インテバラル・アーキテクチャ 8 ともいえるアーキテクチャを 採用している 

と考えられる。 

以上のことから、 階層性とともに、 オーブン ， 性や時間的なモデル 間の継続性を 検討することで、 製品ア 

ーキテクチャ と インテバリティのより 厳密な理解が 可能になるよ う に思われる。 また、 プラットフォー 

ム 戦略を含め、 製品アーキテクチャを 製品開発活動に 反映させる際には、 製品システムの 階層性を検討 

する必要があ ると考えられる。 
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